
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅶ 参考資料 
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１ 根拠法令通知等 

 

○民法 

 

(後見開始の審判) 

第七条 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者については、家庭裁判所は、本

人、配偶者、四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助

人、補助監督人又は検察官の請求により、後見開始の審判をすることができる。 

       

(成年被後見人及び成年後見人) 

第八条 後見開始の審判を受けた者は、成年被後見人とし、これに成年後見人を付する。 

       

(成年被後見人の法律行為) 

第九条 成年被後見人の法律行為は、取り消すことができる。ただし、日用品の購入その他日常生活

に関する行為については、この限りでない。 

       

(後見開始の審判の取消し) 

第十条 第七条に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、

後見人(未成年後見人及び成年後見人をいう。以下同じ。)、後見監督人(未成年後見監督人及び

成年後見監督人をいう。以下同じ。)又は検察官の請求により、後見開始の審判を取り消さなければな

らない。 

       

(保佐開始の審判) 

第十一条 精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分である者については、家庭裁判所

は、本人、配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請

求により、保佐開始の審判をすることができる。ただし、第七条に規定する原因がある者については、この

限りでない。 

       

(被保佐人及び保佐人) 

第十二条 保佐開始の審判を受けた者は、被保佐人とし、これに保佐人を付する。 

       

(保佐人の同意を要する行為等) 

第十三条 被保佐人が次に掲げる行為をするには、その保佐人の同意を得なければならない。ただし、

第九条ただし書に規定する行為については、この限りでない。 

 

一 元本を領収し、又は利用すること。 

二 借財又は保証をすること。 

三 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること。 

四 訴訟行為をすること。 
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五 贈与、和解又は仲裁合意(仲裁法(平成十五年法律第百三十八号)第二条第一項に規定する

仲裁合意をいう。)をすること。 

六 相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割をすること。 

七 贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺贈を承認

すること。 

八 新築、改築、増築又は大修繕をすること。 

九 第六百二条に定める期間を超える賃貸借をすること。 

２ 家庭裁判所は、第十一条本文に規定する者又は保佐人若しくは保佐監督人の請求により、被保

佐人が前項各号に掲げる行為以外の行為をする場合であってもその保佐人の同意を得なければならな

い旨の審判をすることができる。ただし、第九条ただし書に規定する行為については、この限りでない。 

３ 保佐人の同意を得なければならない行為について、保佐人が被保佐人の利益を害するおそれがな

いにもかかわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、被保佐人の請求により、保佐人の同意に代わる

許可を与えることができる。 

４ 保佐人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代わる許可を得ないでしたも

のは、取り消すことができる。 

 

(短期賃貸借) 

第六百二条 処分につき行為能力の制限を受けた者又は処分の権限を有しない者が賃貸借をする場

合には、次の各号に掲げる賃貸借は、それぞれ当該各号に定める期間を超えることができない。 

一 樹木の栽植又は伐採を目的とする山林の賃貸借 十年 

二 前号に掲げる賃貸借以外の土地の賃貸借 五年 

三 建物の賃貸借 三年 

四 動産の賃貸借 六箇月 

       

(保佐開始の審判等の取消し) 

第十四条 第十一条本文に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等

内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、保佐人、保佐監督人又は検察官の請求により、保

佐開始の審判を取り消さなければならない。 

２ 家庭裁判所は、前項に規定する者の請求により、前条第二項の審判の全部又は一部を取り消す

ことができる。 

       

(補助開始の審判) 

第十五条 精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者については、家庭裁判所は、

本人、配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、保佐人、保佐監督人又は検察官の請求

により、補助開始の審判をすることができる。ただし、第七条又は第十一条本文に規定する原因がある

者については、この限りでない。 

２ 本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の同意がなければならない。 

３ 補助開始の審判は、第十七条第一項の審判又は第八百七十六条の九第一項の審判とともにし

なければならない。 
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(被補助人及び補助人) 

第十六条 補助開始の審判を受けた者は、被補助人とし、これに補助人を付する。 

       

(補助人の同意を要する旨の審判等) 

第十七条 家庭裁判所は、第十五条第一項本文に規定する者又は補助人若しくは補助監督人の

請求により、被補助人が特定の法律行為をするにはその補助人の同意を得なければならない旨の審判

をすることができる。ただし、その審判によりその同意を得なければならないものとすることができる行為は、

第十三条第一項に規定する行為の一部に限る。 

２ 本人以外の者の請求により前項の審判をするには、本人の同意がなければならない。 

３ 補助人の同意を得なければならない行為について、補助人が被補助人の利益を害するおそれがな

いにもかかわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、被補助人の請求により、補助人の同意に代わる

許可を与えることができる。 

４ 補助人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代わる許可を得ないでしたも

のは、取り消すことができる。 

       

(補助開始の審判等の取消し) 

第十八条 第十五条第一項本文に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、

四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請求に

より、補助開始の審判を取り消さなければならない。 

２ 家庭裁判所は、前項に規定する者の請求により、前条第一項の審判の全部又は一部を取り消す

ことができる。 

３ 前条第一項の審判及び第八百七十六条の九第一項の審判をすべて取り消す場合には、家庭裁

判所は、補助開始の審判を取り消さなければならない。 

       

(審判相互の関係) 

第十九条 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人又は被補助人であるときは、家庭

裁判所は、その本人に係る保佐開始又は補助開始の審判を取り消さなければならない。 

２ 前項の規定は、保佐開始の審判をする場合において本人が成年被後見人若しくは被補助人であ

るとき、又は補助開始の審判をする場合において本人が成年被後見人若しくは被保佐人であるときに

ついて準用する。 

       

(制限行為能力者の相手方の催告権) 

第二十条 制限行為能力者(未成年者、成年被後見人、被保佐人及び第十七条第一項の審判を

受けた被補助人をいう。以下同じ。)の相手方は、その制限行為能力者が行為能力者(行為能力の制

限を受けない者をいう。以下同じ。)となった後、その者に対し、一箇月以上の期間を定めて、その期間

内にその取り消すことができる行為を追認するかどうかを確答すべき旨の催告をすることができる。この場

合において、その者がその期間内に確答を発しないときは、その行為を追認したものとみなす。 

２ 制限行為能力者の相手方が、制限行為能力者が行為能力者とならない間に、その法定代理人、

保佐人又は補助人に対し、その権限内の行為について前項に規定する催告をした場合において、これ

らの者が同項の期間内に確答を発しないときも、同項後段と同様とする。 
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３ 特別の方式を要する行為については、前二項の期間内にその方式を具備した旨の通知を発しない

ときは、その行為を取り消したものとみなす。 

４ 制限行為能力者の相手方は、被保佐人又は第十七条第一項の審判を受けた被補助人に対して

は、第一項の期間内にその保佐人又は補助人の追認を得るべき旨の催告をすることができる。この場

合において、その被保佐人又は被補助人がその期間内にその追認を得た旨の通知を発しないときは、そ

の行為を取り消したものとみなす。 

       

(制限行為能力者の詐術) 

第二十一条 制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いたときは、その行

為を取り消すことができない。 

 

(管理人の権限) 

第二十八条 管理人は、第百三条に規定する権限を超える行為を必要とするときは、家庭裁判所の

許可を得て、その行為をすることができる。不在者の生死が明らかでない場合において、その管理人が不

在者が定めた権限を超える行為を必要とするときも、同様とする。 

 

(権限の定めのない代理人の権限) 

第百三条 権限の定めのない代理人は、次に掲げる行為のみをする権限を有する。 

一 保存行為 

二 代理の目的である物又は権利の性質を変えない範囲内において、その利用又は改良を目的とする

行為 

 

(事務管理) 

第六百九十七条 義務なく他人のために事務の管理を始めた者(以下この章において「管理者」とい

う。)は、その事務の性質に従い、最も本人の利益に適合する方法によって、その事務の管理(以下「事

務管理」という。)をしなければならない。 

２ 管理者は、本人の意思を知っているとき、又はこれを推知することができるときは、その意思に従って

事務管理をしなければならない。 

 

(親族の範囲) 

第七百二十五条 次に掲げる者は、親族とする。 

一 六親等内の血族 

二 配偶者 

三 三親等内の姻族 

 

(成年被後見人の意思の尊重及び身上の配慮) 

第八百五十八条 成年後見人は、成年被後見人の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務

を行うに当たっては、成年被後見人の意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮し

なければならない。 
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(成年後見人による郵便物等の管理) 

第八百六十条の二 家庭裁判所は、成年後見人がその事務を行うに当たって必要があると認めるとき

は、成年後見人の請求により、信書の送達の事業を行う者に対し、期間を定めて、成年被後見人に宛

てた郵便物又は民間事業者による信書の送達に関する法律(平成十四年法律第九十九号)第二条

第三項に規定する信書便物(次条において「郵便物等」という。)を成年後見人に配達すべき旨を嘱託

することができる。 

２ 前項に規定する嘱託の期間は、六箇月を超えることができない。 

３ 家庭裁判所は、第一項の規定による審判があった後事情に変更を生じたときは、成年被後見人、

成年後見人若しくは成年後見監督人の請求により又は職権で、同項に規定する嘱託を取り消し、又

は変更することができる。ただし、その変更の審判においては、同項の規定による審判において定められた

期間を伸長することができない。 

４ 成年後見人の任務が終了したときは、家庭裁判所は、第一項に規定する嘱託を取り消さなければ

ならない。 

 (平二八法二七・追加) 

      

第八百六十条の三 成年後見人は、成年被後見人に宛てた郵便物等を受け取ったときは、これを開

いて見ることができる。 

２ 成年後見人は、その受け取った前項の郵便物等で成年後見人の事務に関しないものは、速やかに

成年被後見人に交付しなければならない。 

３ 成年被後見人は、成年後見人に対し、成年後見人が受け取った第一項の郵便物等(前項の規定

により成年被後見人に交付されたものを除く。)の閲覧を求めることができる。 

 (平二八法二七・追加) 

 

(保佐の事務及び保佐人の任務の終了等) 

第八百七十六条の五 保佐人は、保佐の事務を行うに当たっては、被保佐人の意思を尊重し、かつ、

その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならない。 

２～３（略） 

 

(補助の事務及び補助人の任務の終了等) 

第八百七十六条の十  

前文（略）  

２ 第六百五十四条、第六百五十五条、第八百七十条、第八百七十一条及び第八百七十三条の

規定は補助人の任務が終了した場合について、第八百三十二条の規定は補助人又は補助監督人と

被補助人との間において補助に関して生じた債権について準用する。 

 

(成年後見人による郵便物等の管理) 

第八百六十条の二 家庭裁判所は、成年後見人がその事務を行うに当たって必要があると認めるとき

は、成年後見人の請求により、信書の送達の事業を行う者に対し、期間を定めて、成年被後見人に宛

てた郵便物又は民間事業者による信書の送達に関する法律(平成十四年法律第九十九号)第二条

第三項に規定する信書便物(次条において「郵便物等」という。)を成年後見人に配達すべき旨を嘱託
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することができる。 

２ 前項に規定する嘱託の期間は、六箇月を超えることができない。 

３ 家庭裁判所は、第一項の規定による審判があった後事情に変更を生じたときは、成年被後見人、

成年後見人若しくは成年後見監督人の請求により又は職権で、同項に規定する嘱託を取り消し、又

は変更することができる。ただし、その変更の審判においては、同項の規定による審判において定められた

期間を伸長することができない。 

４ 成年後見人の任務が終了したときは、家庭裁判所は、第一項に規定する嘱託を取り消さなければ

ならない。 

 (平二八法二七・追加) 

      

第八百六十条の三 成年後見人は、成年被後見人に宛てた郵便物等を受け取ったときは、これを開

いて見ることができる。 

２ 成年後見人は、その受け取った前項の郵便物等で成年後見人の事務に関しないものは、速やかに

成年被後見人に交付しなければならない。 

３ 成年被後見人は、成年後見人に対し、成年後見人が受け取った第一項の郵便物等(前項の規定

により成年被後見人に交付されたものを除く。)の閲覧を求めることができる。 

(平二八法二七・追加) 

 

(成年被後見人の死亡後の成年後見人の権限) 

第八百七十三条の二 成年後見人は、成年被後見人が死亡した場合において、必要があるときは、

成年被後見人の相続人の意思に反することが明らかなときを除き、相続人が相続財産を管理すること

ができるに至るまで、次に掲げる行為をすることができる。ただし、第三号に掲げる行為をするには、家庭

裁判所の許可を得なければならない。 

一 相続財産に属する特定の財産の保存に必要な行為 

二 相続財産に属する債務(弁済期が到来しているものに限る。)の弁済 

三 その死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結その他相続財産の保存に必要な行為(前二号に

掲げる行為を除く。) 

(平二八法二七・追加) 

 

○家事事件手続法 

 

(手続費用の負担) 

第二十八条 手続費用(家事審判に関する手続の費用(以下「審判費用」という。)及び家事調停に関

する手続の費用(以下「調停費用」という。)をいう。以下同じ。)は、各自の負担とする。 

２ 裁判所は、事情により、前項の規定によれば当事者及び利害関係参加人(第四十二条第七項に

規定する利害関係参加人をいう。第一号において同じ。)がそれぞれ負担すべき手続費用の全部又は

一部を、その負担すべき者以外の者であって次に掲げるものに負担させることができる。 

一 当事者又は利害関係参加人 

二 前号に掲げる者以外の審判を受ける者となるべき者 

三 前号に掲げる者に準ずる者であって、その裁判により直接に利益を受けるもの 
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３ 前二項の規定によれば検察官が負担すべき手続費用は、国庫の負担とする。 

 

(精神の状況に関する鑑定及び意見の聴取) 

第百十九条 家庭裁判所は、成年被後見人となるべき者の精神の状況につき鑑定をしなければ、後

見開始の審判をすることができない。ただし、明らかにその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 家庭裁判所は、成年被後見人の精神の状況につき医師の意見を聴かなければ、民法第十条の規

定による後見開始の審判の取消しの審判をすることができない。ただし、明らかにその必要がないと認め

るときは、この限りでない。 

 

(後見開始の審判事件を本案とする保全処分) 

第百二十六条 家庭裁判所(第百五条第二項の場合にあっては、高等裁判所。以下この条及び次

条において同じ。)は、後見開始の申立てがあった場合において、成年被後見人となるべき者の生活、

療養看護又は財産の管理のため必要があるときは、申立てにより又は職権で、担保を立てさせないで、

後見開始の申立てについての審判が効力を生ずるまでの間、財産の管理者を選任し、又は事件の関

係人に対し、成年被後見人となるべき者の生活、療養看護若しくは財産の管理に関する事項を指示

することができる。 

２ 家庭裁判所は、後見開始の申立てがあった場合において、成年被後見人となるべき者の財産の保

全のため特に必要があるときは、当該申立てをした者の申立てにより、後見開始の申立てについての審

判が効力を生ずるまでの間、成年被後見人となるべき者の財産上の行為(民法第九条ただし書に規定

する行為を除く。第七項において同じ。)につき、前項の財産の管理者の後見を受けることを命ずることが

できる。 

３ 家庭裁判所は、成年被後見人となるべき者の心身の障害によりその者の陳述を聴くことができないと

きは、第百七条の規定にかかわらず、その者の陳述を聴く手続を経ずに、前項の規定による審判(次項

から第七項までにおいて「後見命令の審判」という。)をすることができる。 

４ 後見命令の審判は、第一項の財産の管理者(数人あるときは、そのうちの一人)に告知することによっ

て、その効力を生ずる。 

５ 後見命令の審判は、成年被後見人となるべき者に通知しなければならない。この場合においては、

成年被後見人となるべき者については、第七十四条第一項の規定は、適用しない。 

６ 審判の告知を受ける者でない者による後見命令の審判に対する即時抗告の期間は、第一項の財

産の管理者が第四項の規定による告知を受けた日(二以上あるときは、当該日のうち最も遅い日)から

進行する。 

７ 後見命令の審判があったときは、成年被後見人となるべき者及び第一項の財産の管理者は、成年

被後見人となるべき者がした財産上の行為を取り消すことができる。この場合においては、制限行為能

力者の行為の取消しに関する民法の規定を準用する。 

８ 前条第一項から第六項までの規定及び民法第二十七条から第二十九条まで(同法第二十七条

第二項を除く。)の規定は、第一項の財産の管理者について準用する。この場合において、前条第三項

中「成年被後見人」とあるのは、「成年被後見人となるべき者」と読み替えるものとする。 

 

(成年後見に関する審判事件の規定の準用) 

第百三十三条 第百十九条の規定は被保佐人となるべき者及び被保佐人の精神の状況に関する鑑
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定及び意見の聴取について、第百二十一条の規定は保佐開始の申立ての取下げ及び保佐人の選任

の申立ての取下げについて、第百二十四条の規定は保佐の事務の監督について準用する。 

 

(保佐開始の審判事件を本案とする保全処分) 

第百三十四条 保佐開始の審判事件を本案とする保全処分については、第百二十六条第一項の規

定を準用する。 

２ 家庭裁判所(第百五条第二項の場合にあっては、高等裁判所)は、保佐開始の申立てがあった場

合において、被保佐人となるべき者の財産の保全のため特に必要があるときは、当該申立てをした者の

申立てにより、保佐開始の申立てについての審判が効力を生ずるまでの間、被保佐人となるべき者の財

産上の行為(民法第十三条第一項に規定する行為に限る。第五項において同じ。)につき、前項におい

て準用する第百二十六条第一項の規定により選任される財産の管理者(以下この条において単に「財

産の管理者」という。)の保佐を受けることを命ずることができる。 

３ 前項の規定による審判(次項及び第五項において「保佐命令の審判」という。)は、第七十四条第一

項に規定する者のほか、財産の管理者に告知しなければならない。 

４ 審判の告知を受ける者でない者及び被保佐人となるべき者による保佐命令の審判に対する即時抗

告の期間は、被保佐人となるべき者が審判の告知を受けた日及び財産の管理者が前項の規定による

審判の告知を受けた日のうち最も遅い日から進行する。 

佐命令の審判があったときは、被保佐人となるべき者及び財産の管理者は、被保佐人となるべき者が

財産の管理者の同意を得ないでした財産上の行為を取り消すことができる。この場合においては、制限

行為能力者の行為の取消しに関する民法の規定を準用する。 

６ 第百二十五条第一項から第六項までの規定及び民法第二十七条から第二十九条まで(同法第

二十七条第二項を除く。)の規定は、財産の管理者について準用する。この場合において、第百二十五

条第三項中「成年被後見人」とあるのは、「被保佐人となるべき者」と読み替えるものとする。 

 

(補助開始の審判事件を本案とする保全処分) 

第百四十三条 補助開始の審判事件を本案とする保全処分については、第百二十六条第一項の規

定を準用する。 

２ 家庭裁判所(第百五条第二項の場合にあっては、高等裁判所)は、補助開始及び補助人の同意

を得なければならない行為の定めの申立てがあった場合において、被補助人となるべき者の財産の保全

のため特に必要があるときは、当該申立てをした者の申立てにより、補助開始の申立てについての審判

が効力を生ずるまでの間、被補助人となるべき者の財産上の行為(民法第十三条第一項に規定する

行為であって、当該補助人の同意を得なければならない行為の定めの申立てに係るものに限る。第五

項において同じ。)につき、前項において準用する第百二十六条第一項の規定により選任される財産の

管理者(以下この条において単に「財産の管理者」という。)の補助を受けることを命ずることができる。 

３ 前項の規定による審判(次項及び第五項において「補助命令の審判」という。)は、第七十四条第一

項に規定する者のほか、財産の管理者に告知しなければならない。 

４ 審判の告知を受ける者でない者及び被補助人となるべき者による補助命令の審判に対する即時抗

告の期間は、被補助人となるべき者が審判の告知を受けた日及び財産の管理者が前項の規定による

審判の告知を受けた日のうち最も遅い日から進行する。 

５ 補助命令の審判があったときは、被補助人となるべき者及び財産の管理者は、被補助人となるべき
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者が財産の管理者の同意を得ないでした財産上の行為を取り消すことができる。この場合においては、

制限行為能力者の行為の取消しに関する民法の規定を準用する。 

６ 第百二十五条第一項から第六項までの規定及び民法第二十七条から第二十九条まで(同法第

二十七条第二項を除く。)の規定は、財産の管理者について準用する。この場合において、第百二十五

条第三項中「成年被後見人」とあるのは、「被補助人となるべき者」と読み替えるものとする。 

 

○老人福祉法 

 

(審判の請求) 

第三十二条 市町村長は、六十五歳以上の者につき、その福祉を図るため特に必要があると認めると

きは、民法第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五条第一項、第十七条第一項、第八百七

十六条の四第一項又は第八百七十六条の九第一項に規定する審判の請求をすることができる。 

(平一一法一五一・追加、平一六法一四七・一部改正) 

      

(後見等に係る体制の整備等) 

第三十二条の二 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定

する後見、保佐及び補助(以下「後見等」という。)の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活

用を図るため、研修の実施、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その他

の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図

るため、前項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。 

(平二三法七二・追加) 

 

○知的障害者福祉法 

 

(審判の請求) 

第二十八条 市町村長は、知的障害者につき、その福祉を図るため特に必要があると認めるときは、民

法第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五条第一項、第十七条第一項、第八百七十六条の

四第一項又は第八百七十六条の九第一項に規定する審判の請求をすることができる。 

(平一一法一五一・追加、平一六法一四七・一部改正、平一七法一二三・旧第二十七条の三繰

下) 

      

(後見等を行う者の推薦等) 

第二十八条の二 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定

する後見、保佐及び補助(以下この条において「後見等」という。)の業務を適正に行うことができる人材

の活用を図るため、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の活用を図るため、前

項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。 
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○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

 

(審判の請求) 

第五十一条の十一の二 市町村長は、精神障害者につき、その福祉を図るため特に必要があると認め

るときは、民法(明治二十九年法律第八十九号)第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五条

第一項、第十七条第一項、第八百七十六条の四第一項又は第八百七十六条の九第一項に規定

する審判の請求をすることができる。 

(平一一法一五一・追加、平一六法一四七・平一八法五〇・一部改正) 

      

(後見等を行う者の推薦等) 

第五十一条の十一の三 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法

に規定する後見、保佐及び補助(以下この条において「後見等」という。)の業務を適正に行うことができ

る人材の活用を図るため、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その他の

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の活用を図るため、前

項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。 

(平二五法四七・追加) 

 

○高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法） 

 

(成年後見制度の利用促進) 

第二十八条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護

並びに財産上の不当取引による高齢者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見制度の周知の

ための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講ずることにより、成年

後見制度が広く利用されるようにしなければならない。 

 

○障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法） 

 

(成年後見制度の利用促進) 

第四十四条 国及び地方公共団体は、障害者虐待の防止並びに障害者虐待を受けた障害者の保

護及び自立の支援並びに財産上の不当取引による障害者の被害の防止及び救済を図るため、成年

後見制度の周知のための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講

ずることにより、成年後見制度が広く利用されるようにしなければならない。 

 

○介護保険法 

 

(地域支援事業) 

第百十五条の四十五 

１～２（略） 

３ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び前項各号に掲げる事業のほか、厚生労働省
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令で定めるところにより、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うことができる。 

一、二（略） 

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者（当該市町村の区域内に所在する住所地

特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用被保険者を含む。) の地域における自立した日常

生活の支援のため必要な事業 

 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

 

 (市町村の地域生活支援事業) 

第七十七条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる

事業を行うものとする。 

一～三（略） 

四 障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる障害

者で成年後見制度の利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難で

あると認められるものにつき、当該費用のうち厚生労働省令で定める費用を支給する事業 

五 障害者に係る民法(明治二十九年法律第八十九号)に規定する後見、保佐及び補助の業務を

適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行う事業 

六 以下（略） 

 

○障害者の権利に関する条約 

 

１ 締約国は、障害者が全ての場所において法律の前に人として認められる権利を有することを再確認

する。 

２ 締約国は、障害者が生活のあらゆる側面において他の者との平等を基礎として法的能力を享有す

ることを認める。 

３ 締約国は、障害者がその法的能力の行使に当たって必要とする支援を利用する機会を提供するた

めの適当な措置をとる。 

４ 締約国は、法的能力の行使に関連する全ての措置において、濫用を防止するための適当かつ効果

的な保障を国際人権法に従って定めることを確保する。当該保障は、法的能力の行使に関連する措

置が、障害者の権利、意思及び選好を尊重すること、利益相反を生じさせず、及び不当な影響を及ぼ

さないこと、障害者の状況に応じ、かつ、適合すること、可能な限り短い期間に適用されること並びに権

限のある、独立の、かつ、公平な当局又は司法機関による定期的な審査の対象となることを確保するも

のとする。当該保障は、当該措置が障害者の権利及び利益に及ぼす影響の程度に応じたものとする。 

５ 締約国は、この条の規定に従うことを条件として、障害者が財産を所有し、又は相続し、自己の会

計を管理し、及び銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用を利用する均等な機会を有するこ

とについての平等の権利を確保するための全ての適当かつ効果的な措置をとるものとし、障害者がその

財産を恣意的に奪われないことを確保する。 

 

 

○生活保護法 
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(報告、調査及び検診) 

第二十八条 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第七十七条若しくは第七十八条(第

三項を除く。次項及び次条第一項において同じ。)の規定の施行のため必要があると認めるときは、要

保護者の資産及び収入の状況、健康状態その他の事項を調査するために、厚生労働省令で定めると

ころにより、当該要保護者に対して、報告を求め、若しくは当該職員に、当該要保護者の居住の場所

に立ち入り、これらの事項を調査させ、又は当該要保護者に対して、保護の実施機関の指定する医師

若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨を命ずることができる。 

２ 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第七十七条若しくは第七十八条の規定の施行

のため必要があると認めるときは、保護の開始又は変更の申請書及びその添付書類の内容を調査する

ために、厚生労働省令で定めるところにより、要保護者の扶養義務者若しくはその他の同居の親族又

は保護の開始若しくは変更の申請の当時要保護者若しくはこれらの者であつた者に対して、報告を求

めることができる。 

３ 第一項の規定によつて立入調査を行う当該職員は、厚生労働省令の定めるところにより、その身分

を示す証票を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

４ 第一項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

５ 保護の実施機関は、要保護者が第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、若しく

は立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨の命令

に従わないときは、保護の開始若しくは変更の申請を却下し、又は保護の変更、停止若しくは廃止をす

ることができる。 
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老人福祉法第 32 条に基づく市町村長による法定後見の開始の審判等の請求及び「成年 

後見制度利用支援事業」に関するＱ＆Ａについて 

 

平成 12 年 7 月 3 日 事務連絡 

 

部道府県 

各 指定都市老人福祉担当課（室）長あて       厚生労働省老健局計画課長 通知 

中核市 

 

〔沿革〕平成 17 年 7 月 29 日事務連絡改正 

 

老人福祉法第 32 条に基づく市町村長による後見開始、保佐開始又は補助開始の審判等（以下

「法定後見の開始の審判等」という。）の請求及び介護予防・生活支援事業のメニューとして新たに追

加された「成年後見制度利用支援事業」に関するＱ＆Ａを別紙のとおり作成いたしましたので、ご参考

までに送付いたします。 

なお、本件については、法務省と協議済みであることを念のため申し添えます。 

 

（別紙） 

Ｑ１ 法定後見の開始の審判等の請求を老人福祉法第 32 条に基づいて市町村長が行う場合、対象 

となる者に係る情報をどのように把握するのか。 

 

老人福祉法において、市町村長に法定後見の開始の審判等の請求権を認めた趣旨は、身寄りの

ない痴呆性高齢者など、親族等による法定後見の開始の審判等の請求が期待できない者についての

法定後見制度の利用の支援を目的としたものである。 

高齢者福祉サービスについては、介講保険法に基づくサービスの利用が基本であるが、高齢者の実

態等、「老人の福祉に関し必要な実情の把握」については、引き続き住民に最も身近な自治体である

市町村が行うこととされており（老人福祉法第 5 条の 4 第 2 項第 1 号）、高齢者の実態を最もよく把握

している市町村が、通常の業務の中で把握している情報をもとに請求の必要性を判断することを想定し

ているものである。 

 

（参考）法定後見の開始の審判等の請求に当たって、本人が任意後見契約を締結しているか否か等に

ついて調査することは、市町村長の職務上必要な場合に当たるので、後見登記等に関する法律第

10 条第 5 項に基づき、同条第 1 項の登記事項証明書の交付を無料で請求することができる。 

 

 

Ｑ２ 市町村長は、どういった場合に、法定後見の開始の審判等の請求を老人福祉法第 32 条に基づ 

いて行うことが想定されるのか。 

 

老人福祉法第 32 条にいう「その福祉を図るため特に必要があると認めるとき」とは、本人に 2 親等内

の親族がない又はこれらの親族があっても音信不通の状況にある場合であって審判の請求を行おうとす
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る 3 親等又は 4 親等の親族も明らかでないなどの事情により、親族等による法定後見の開始の審判等

の請求を行うことが期待できず、市町村長が本人の保護を図るために審判の請求を行うことが必要な状

況にある場合をいい、こうした状況にある者について、介護保険サービスその他の高齢者福祉サービスの

利用や、それに付随する財産の管理など日常生活上の支援が必要と判断される場合について、審判

の請求を行うか否かを検討することになるものと考えられる。 

具体的に想定される事務の流れについては、「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知的

障害者福祉法の一部改正について」（平成 12 年 3 月 30 日付け障障第 11 号、障精第 21 号、老計

第 13 号）を参考にしていただきたい。 

 

 

Ｑ３ 法定後見の開始の審判等の請求を老人福祉法第 32 条に基づいて市町村長が行う場合、後 

見、保佐又は補助の 3 類型のいずれについて請求を行うべきかをどのように判断すればいいのか。 

 

市町村長が老人福祉法第 32 条の規定に基づいて法定後見の開始の審判等の請求を行う場合に、

本人のためにいずれの類型の請求（申立て）を行うべきかについては、民生委員や福祉関係者等本人

の生活状況を把握しうる者からの情報に基づいて市町村長が判断することになる。 

なお、申立てにより開始された家庭裁判所の審理の過程において、本人の精神の状況の鑑定結果

等に基づき、当初の申立ての趣旨を他の類型に変更する必要が生じる場合がある。 

 

 

Ｑ４ 本人に 2 親等内の親族がある場合、法定後見の開始の審判等の請求を老人福祉法第 32 条に 

基づいて市町村長が行うことは制限されるのか。 

 

Ｑ２のとおり、2 親等内の親族があっても音信不通の状況にあるなどの事情により、本人の保護を図る

ために審判の請求を行うことが必要な状況にありながら、親族等による法定後見の開始の審判等の請

求を行うことを期待することができない場合であって、かつ、こうした状況にある者について、介護保険サー

ビスその他の高齢者福祉サービスの利用や、それに付随する財産の管理など日常生活上の支援が必

要と判断される場合には、市町村長が老人福祉法第 32 条の規定に基づいて家庭裁判所に対する請

求を行うことも考えられることから、2 親等内の親族がいることのみをもって一律に市町村長の請求権の

行使が制限されるものではない。 

ただし、市町村長が請求を行うか否かを検討するに当たって、当該親族との間で本人の保護のために

必要な法的手続きについて整理する必要があることに留意されたい。 

 

 

Ｑ５ 法定後見の開始の審判等の請求を市町村長が行った場合の費用については、市町村長が負担 

しなければならないのか。 

 

市町村長が請求を行った場合における家事審判の手続費用に関しては、原則として申立人の負担

とされているが「特別の事情」（非訟事件手続法第 28 条）がある場合には、家庭裁判所は、申立人以
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外の「関係人」に手続費用の全部又は一部の負担を命ずることができるものとされている。この「特別の

事情」とは、一般的には、費用を法定の負担者に負担させることが公平の観点から妥当性を欠くと見ら

れる状況をいうものと解されている。 

市町村長が申立人となる場合には、申立人自身の利益のためではなく、地域住民の福祉の観点か

ら、地方自治体の長が専ら本人の利益のために申立事務を行うのであるから、家庭裁判所は、「特別

の事情」がある場合に該当するとして、「関係人」としての本人等に手続費用の負担を命ずることができ

るものと考えられる。（具体的にどのような事案で費用の負担を命ずるかは、当該事件の家事審判官の

裁量に委ねられている。） 

したがって、市町村長は、家庭裁判所に対し、非訟事件手続法第 28 条の命令に関する職権の発

動を促す申立てを行い、家庭裁判所が職権を発動すべきであると判断した場合には、費用負担命令

を発することになると考えられる。 

また、申立段階における手続責用の予納については、申立人である市町村長の事務であるが、上記

の費用負担命令がされた場合には、その効果として、市町村長は、予納した手続費用について負担を

命ぜられた本人等に対する求償権を取得し、当該費用を求償することになる。（なお、別添（成年後見

制度利用支援事業に係る助成の考え方について）の１を参照されたい。） 

（参考）家事審判法第 7 条、非訟事件手続法第 26 条、第 28 条 

 

 

Ｑ６ 「成年後見制度利用支援事業」のうち、成年後見制度の利用に係る経費に対する助成の対象 

経費は、成年後見制度の申立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用等）及び成年後見人等 

の報酬の全部又は一部とされているが、国庫補助の対象として具体的にはどのようなものを想定し 

ているのか。 

 

本事業の対象経費の具体的な範囲については、各市町村ごとに地域の実情に応じて判断し、参考

単価を基に単価を設定すべきものであるが、一般的には以下のような範囲及び単価設定が想定され

る。 

なお、助成の考え方については、別添を参照されたい。 

（単価設定例） 

○申立てに要する経費としては、 

・申立手数料  1 件につき 600 円 

・登記手数料  4,000 円 

・鑑定費用    5～10 万円程度 

・その他      郵便切手、添付書類に要する経費の実費 

などが想定される。 

○ 成年後見人等の報酬については、本事業は、あくまで介護サービスの利用を支援するものであること

から、こうした趣旨を踏まえ、参考単価（在宅で 28,000 円、施設で 18,000 円）を上限と考え、介護サ

ービスの利用にかかる身上監護や金銭管理等に要する経費部分について、適切な単価設定を図ら

れたい。 
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（別添） 

成年後見制度利用支援事業に係る助成の考え方について 

 

１ 申立てに要する経費（申立手数料、登記手数料、鑑定費用等）について 

（１）市町村は、家庭裁判所への法定後見の開始の審判等（以下「審判」という。）の申立てに先立ち、

申立ての対象となる者の所得状況等を勘案しつつ、当該対象者が申立てに要する経費の全部

又は一部について助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると認められること等の要

件を満たすと判断した場合には、当該経費について市町村として立て替え払いを行うこと及びその

額について決定する。 

 

（２）市町村長は、審判の申立てに際し、申立ての対象者に関し成年後見制度利用支援事業に係る

助成がされる見込みについて、申立てを行う家庭裁判所に情報提供する。また、市町村長は、申

立てに要する経費の全部又は一部について申立ての対象者に負担させることが相当と考える場合

には、審判の申立てと同時に、手続費用の負担を命ずる裁判（以下「費用負担命令」という。）に

ついても併せて申し立てることとなる。その際、市町村長として把握している対象者の所得状況等

について、申立てを行う家庭裁判所に情報提供する。 

 

（３）家庭裁判所の審判及び費用負担命令を受けて、市町村は、その費用負担額について決定する。

費用負担命令がされなかった場合には経費の全部が、経費の一部について費用負担命令がされ

た場合にはその残額が、審判の申立人である市町村の負担額となり、市町村の負担とされた額を

国庫補助の対象経費とする。 

 

＊ 上記の手続きにおいては、市町村長が審判の申立てを行う際に手続費用を予納する扱いとされて

いるため、実際の金銭の流れとしては、家庭裁判所の費用負担命令が審判とともに確定した時点に

おいて、関係人（申立ての対象者等）が負担すべきものとされた額について市町村長が当該関係人

に対して求償するという形をとることとなる。 

 

 

２ 成年後見人等の報酬に係る経費について 

（１）成年後見人等の報酬について、成年後見制度利用支援事業による助成がされる見込みがある場

合には、市町村は、家庭裁判所にあらかじめその旨の情報提供をするともに、成年後見人等と連

絡をとり、報酬付与の申立て又はその審判がされた場合には連絡を受けるよう取り決めておくものと

する。 

 

（２）家庭裁判所は、成年後見人等の申立てにより、成年後見人等の事務の状況を確認した上で、申

立ての対象者の財産の中から成年後見人等に与える報酬額について審判をする。 

 

（３）市町村は、成年後見人等から上記（１）の連絡を受けた上で、その時点での対象者所得状況等を

勘案しつつ、家庭裁判所が決定した報酬額の全部又は一部について対象者に助成する必要があ

ると判断した場合には、助成額を決定し、成年後見人等とも連絡を取った上で、対象者の銀行口
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座等に振り込む等の措置をとることとなる。その場合、助成を行った額を国庫補助の対象経費とす

る。 

 

 

３ 成年後見制度利用促進のための広報・普及活動経費について 

（１）「成年後見制度利用支援事業」は、介護保険制度の利用等の観点から、「成年後見制度」が今

後さらに重要となってくることを踏まえ、その利用促進を図ることを目的とするものである。 

 

（２）そのような目的にかんがみ、上記１及び２に係る助成の他、広報・普及活動費用についても国庫補

助の対象経費とされているところであり、この国庫補助を活用した上で、成年後見制度のわかりや

すいパンフレットの作成・配布、高齢者やその家族に対する説明会・相談会の開催等に積極的に

取り組むことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               210



成年後見制度利用支援事業の対象者の拡大等について 

 

平成 20 年 3 月 28 日 事務連絡 

 

各都道府県 障害福祉主管課あて 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 通知 

 

障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害者又は

精神障害者が成年後見制度を利用することができる体制を構築することは極めて重要である。しかしな

がら、成年後見制度の利用については、利用者が増加しているものの、制度に対する理解が不十分で

あることや費用負担が困難なこと等から利用が進んでいないとの指摘を受けているところである。 

今後、障害者の地域生活への移行を進めていく上で、相談支援事業者や民生委員、障害者の支

援を行ってきた障害福祉サービス事業者等の地域の福祉関係者によるネットワークを構築するととともに、

地域自立支援協議会において、権利擁護に関する部会を設置するなど、地域の実情に応じた体制整

備を図ることが必要である。 

このため、国としても、成年後見制度の利用を促進する観点から、本日、別途通知されたとおり、「地

域生活支援事業の実施について」（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長通知）を一部改正し、平成20年4月より、成年後見制度利用支援事業（地域

生活支援事業）の対象者を拡大することとされたので、貴管内市町村に周知するとともに、市町村に対

する助言・援助をお願いしたい。 

 

記 

 

１ 成年後見制度利用支援事業（地域生活支援事業）の対象者拡大 

成年後見制度利用支援事業（地域生活支援事業）の対象者については、市町村長による後見等

の開始の審判請求（以下「市町村長申立て」という。）に限定していたところであるが、平成 20 年 4 月よ

り下記のとおり対象者を拡大する。 

改
正
前 

次のいずれにも該当する者 

（ア）障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする 身寄りのない 重度の知的障害者

又は精神障害者 

（イ）市町村が、知的障害者福祉法第 28 条又は精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律第 51条の 11の 2に基づく市町村長による後見等の開始の審判請求を

行うことが必要と認める者 

（ウ）後見人等の報酬等、必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年後

見制度の利用が困難であると認められる者 

改
正
後 

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者

であり、後見人等の報酬等、必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年

後見制度の利用が困難であると認められる者 
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２ 市町村長による後見等の開始の審判請求 

（１）身寄りがない場合など、家族等による後見等の開始の審判請求が期待できない者については、市

町村長申立てを行うことが有効であると考えられることから、補助事業対象の有無にかかわらず積

極的な活用をお願いしたい。 

（２）市町村長申立てに当たっては、平成 17 年 7 月 29 日障障発第 0729001 号、障精発第 0729001

号、老計発第 0729001 号通知「「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知的障害

者福祉法の一部改正について」の一部改正について」により、従来、四親等以内の親族の有無を

確認していたものを、四親等以内の親族の有無の確認作業が極めて煩雑であることも要因となっ

て、市町村長申立てが十分に活用されてこなかったことから、二親等以内の親族の有無を確認す

ればよいこととしたところであるので、身寄りがない等の理由で成年後見制度を利用することができ

ないことのないようお願いしたい。 

 

３ 障害者の権利擁護のための体制整備 

障害者の権利擁護を図ることは極めて重要であるため、意思能力が不十分な知的障害者又は

精神障害者に対しては、成年後見制度に関する相談に応ずるとともに、家庭裁判所等との連携に

努めること。また、地域自立支援協議会に権利擁護に関する部会を設置するなど、成年後見制度

の円滑な利用に向けて、地域におけるネットワークの構築に努めること。 
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成年後見制度利用支援事業に関する照会について 

 

平成 20 年 10 月 24 日 事務連絡 

 

都道府県 

各 指足都市 民生主管部（局）長あて 

中核市 

厚生労働省老健局計画課長 通知 

 

介護保険制度の円滑な推進について、種々ご尽力いただき厚くお礼申し上げます。 

さて、成年後見制度利用支援事業につきましては、「地域支援事業の実施について（平成 18 年 6

月 9 日老発 0609001 号）」により実施されているところですが、今般、当該事業の補助対象について照

会がありましたので別紙のとおり情報提供いたします。 

また、貴管内市町村に対して周知していただきますようお願いいたします。 

 

（別紙） 

問 成年後見制度利用支援事業において補助対象となるのは、市町村申立てに限るものなのか。 

 

（回答） 

成年後見制度利用支援事業の補助は、市町村申立てに限らず、本人申立て、親族申立て等につ

いても対象となりうるものである。 

 

当該事業は、成年後見制度の利用が有効と認められるにもかかわらず、制度に対する理解が不十

分であることや費用負担が困難なこと等から利用ができないといった事態を防ぐことを目的としているもの

であり、補助事業として実施する事業名や補助対象経費の一例としては、以下のものが考えられる。 

【 事 業 例 】 

①申立て費用、後見人報酬等に対する助成事業 

・登記印紙代、鑑定費用、後見人・補佐人等の報酬等 

②成年後見制度の利用促進のための広報・普及活動 

（１）パンフレットの作成・配布 

・印刷製本費、役務費、委託料等 

（２）説明会・相談会の開催 

・諸謝金、旅費、会場借上費等 

 

また、実施要綱に掲げる当該事業の名称・内容はあくまでも例示であり、当該事業は、地域の実情

に応じて必要な支援を行うことを目的とする任意事業の一つであることから、介護保険事業の運営の安

定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援のために必要な事業である限り、市町村

が創意工夫を活かした多様な事業形態での実施ができるような経費（「地域支援事業交付金の交付

について」（交付要綱）に定める対象経費に該当するもの）が補助の対象となる。 
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２ 成年後見制度利用促進に関する法令通知等 

 

○成年後見制度の利用の促進に関する法律 

 

(平成二十八年四月十五日)  

(法律第二十九号)  

第百九十回通常国会  

第三次安倍内閣  

 

成年後見制度の利用の促進に関する法律をここに公布する。  

成年後見制度の利用の促進に関する法律 

 

目次 

 

第一章 総則(第一条―第十条) 

第二章 基本方針(第十一条) 

第三章 成年後見制度利用促進基本計画(第十二条) 

第四章 成年後見制度利用促進会議(第十三条・第十四条) 

第五章 成年後見制度利用促進委員会(第十五条―第二十二条) 

第六章 地方公共団体の講ずる措置(第二十三条・第二十四条) 

附則 

      

第一章 総則 

     

(目的) 

第一条 この法律は、認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産の管理又は日常

生活等に支障がある者を社会全体で支え合うことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生

社会の実現に資すること及び成年後見制度がこれらの者を支える重要な手段であるにもかかわらず十

分に利用されていないことに鑑み、成年後見制度の利用の促進について、その基本理念を定め、国の

責務等を明らかにし、及び基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、成年後見制度利用促

進会議及び成年後見制度利用促進委員会を設置すること等により、成年後見制度の利用の促進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

       

(定義) 

第二条 この法律において「成年後見人等」とは、次に掲げる者をいう。 

一 成年後見人及び成年後見監督人 

二 保佐人及び保佐監督人 

三 補助人及び補助監督人 

四 任意後見人及び任意後見監督人 
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２ この法律において「成年被後見人等」とは、次に掲げる者をいう。 

一 成年被後見人 

二 被保佐人 

三 被補助人 

四 任意後見契約に関する法律(平成十一年法律第百五十号)第四条第一項の規定により任意後

見監督人が選任された後における任意後見契約の委任者 

３ この法律において「成年後見等実施機関」とは、自ら成年後見人等となり、又は成年後見人等若

しくはその候補者の育成及び支援等に関する活動を行う団体をいう。 

４ この法律において「成年後見関連事業者」とは、介護、医療又は金融に係る事業その他の成年後

見制度の利用に関連する事業を行う者をいう。 

       

(基本理念) 

第三条 成年後見制度の利用の促進は、成年被後見人等が、成年被後見人等でない者と等しく、

基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障されるべき

こと、成年被後見人等の意思決定の支援が適切に行われるとともに、成年被後見人等の自発的意思

が尊重されるべきこと及び成年被後見人等の財産の管理のみならず身上の保護が適切に行われるべき

こと等の成年後見制度の理念を踏まえて行われるものとする。 

２ 成年後見制度の利用の促進は、成年後見制度の利用に係る需要を適切に把握すること、市民の

中から成年後見人等の候補者を育成しその活用を図ることを通じて成年後見人等となる人材を十分

に確保すること等により、地域における需要に的確に対応することを旨として行われるものとする。 

３ 成年後見制度の利用の促進は、家庭裁判所、関係行政機関(法務省、厚生労働省、総務省そ

の他の関係行政機関をいう。以下同じ。)、地方公共団体、民間の団体等の相互の協力及び適切な

役割分担の下に、成年後見制度を利用し又は利用しようとする者の権利利益を適切かつ確実に保護

するために必要な体制を整備することを旨として行われるものとする。 

       

(国の責務) 

第四条 国は、前条の基本理念(以下単に「基本理念」という。)にのっとり、成年後見制度の利用の促

進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

       

(地方公共団体の責務) 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、成年後見制度の利用の促進に関する施策に関し、

国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する

責務を有する。 

       

(関係者の努力) 

第六条 成年後見人等、成年後見等実施機関及び成年後見関連事業者は、基本理念にのっとり、

その業務を行うとともに、国又は地方公共団体が実施する成年後見制度の利用の促進に関する施策

に協力するよう努めるものとする。 

       

(国民の努力) 
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第七条 国民は、成年後見制度の重要性に関する関心と理解を深めるとともに、基本理念にのっとり、

国又は地方公共団体が実施する成年後見制度の利用の促進に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。 

       

(関係機関等の相互の連携) 

第八条 国及び地方公共団体並びに成年後見人等、成年後見等実施機関及び成年後見関連事

業者は、成年後見制度の利用の促進に関する施策の実施に当たっては、相互の緊密な連携の確保に

努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、成年後見制度の利用の促進に関する施策の実施に当たっては、特に、その地

方公共団体の区域を管轄する家庭裁判所及び関係行政機関の地方支分部局並びにその地方公共

団体の区域に所在する成年後見人等、成年後見等実施機関及び成年後見関連事業者その他の関

係者との適切な連携を図るよう、留意するものとする。 

       

(法制上の措置等) 

第九条 政府は、第十一条に定める基本方針に基づく施策を実施するため必要な法制上又は財政

上の措置その他の措置を速やかに講じなければならない。この場合において、成年被後見人等の権利

の制限に係る関係法律の改正その他の同条に定める基本方針に基づく施策を実施するため必要な法

制上の措置については、この法律の施行後三年以内を目途として講ずるものとする。 

       

(施策の実施の状況の公表) 

第十条 政府は、毎年一回、成年後見制度の利用の促進に関する施策の実施の状況をインターネッ

トの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

      

第二章 基本方針 

第十一条 成年後見制度の利用の促進に関する施策は、成年後見制度の利用者の権利利益の保

護に関する国際的動向を踏まえるとともに、高齢者、障害者等の福祉に関する施策との有機的な連携

を図りつつ、次に掲げる基本方針に基づき、推進されるものとする。 

一 成年後見制度を利用し又は利用しようとする者の能力に応じたきめ細かな対応を可能とする観点

から、成年後見制度のうち利用が少ない保佐及び補助の制度の利用を促進するための方策について

検討を加え、必要な措置を講ずること。 

二 成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されないよう、

成年被後見人等の権利に係る制限が設けられている制度について検討を加え、必要な見直しを行うこ

と。 

三 成年被後見人等であって医療、介護等を受けるに当たり意思を決定することが困難なものが円滑

に必要な医療、介護等を受けられるようにするための支援の在り方について、成年後見人等の事務の

範囲を含め検討を加え、必要な措置を講ずること。 

四 成年被後見人等の死亡後における事務が適切に処理されるよう、成年後見人等の事務の範囲に

ついて検討を加え、必要な見直しを行うこと。 

五 成年後見制度を利用し又は利用しようとする者の自発的意思を尊重する観点から、任意後見制

度が積極的に活用されるよう、その利用状況を検証し、任意後見制度が適切にかつ安心して利用され
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るために必要な制度の整備その他の必要な措置を講ずること。 

六 成年後見制度に関し国民の関心と理解を深めるとともに、成年後見制度がその利用を必要とする

者に十分に利用されるようにするため、国民に対する周知及び啓発のために必要な措置を講ずること。 

七 成年後見制度の利用に係る地域住民の需要に的確に対応するため、地域における成年後見制

度の利用に係る需要の把握、地域住民に対する必要な情報の提供、相談の実施及び助言、市町村

長による後見開始、保佐開始又は補助開始の審判の請求の積極的な活用その他の必要な措置を講

ずること。 

八 地域において成年後見人等となる人材を確保するため、成年後見人等又はその候補者に対する

研修の機会の確保並びに必要な情報の提供、相談の実施及び助言、成年後見人等に対する報酬の

支払の助成その他の成年後見人等又はその候補者に対する支援の充実を図るために必要な措置を

講ずること。 

九 前二号の措置を有効かつ適切に実施するため、成年後見人等又はその候補者の育成及び支援

等を行う成年後見等実施機関の育成、成年後見制度の利用において成年後見等実施機関が積極

的に活用されるための仕組みの整備その他の成年後見等実施機関の活動に対する支援のために必要

な措置を講ずること。 

十 成年後見人等の事務の監督並びに成年後見人等に対する相談の実施及び助言その他の支援に

係る機能を強化するため、家庭裁判所、関係行政機関及び地方公共団体における必要な人的体制

の整備その他の必要な措置を講ずること。 

十一 家庭裁判所、関係行政機関及び地方公共団体並びに成年後見人等、成年後見等実施機

関及び成年後見関連事業者の相互の緊密な連携を確保するため、成年後見制度の利用に関する指

針の策定その他の必要な措置を講ずること。 

 

第三章 成年後見制度利用促進基本計画 

第十二条 政府は、成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、成年後見制度の利用の促進に関する基本的な計画(以下「成年後見制度利用促進基本計画」

という。)を定めなければならない。 

２ 成年後見制度利用促進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 成年後見制度の利用の促進に関する目標 

二 成年後見制度の利用の促進に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

三 前二号に掲げるもののほか、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、成年後見制度利用促進基本計画の案につき閣議の決定を求めなければなら

ない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、成年後見制度利用促

進基本計画をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、成年後見制度利用促進基本計画の変更について準用する。 

 

第四章 成年後見制度利用促進会議 

(設置及び所掌事務) 

第十三条 内閣府に、特別の機関として、成年後見制度利用促進会議(以下この章において「会議」
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という。)を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 成年後見制度利用促進基本計画の案を作成すること。 

二 成年後見制度の利用の促進に関する施策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、成年後見制度の利用の促進に関する基本的事項の企画に関して審

議するとともに、成年後見制度の利用を促進するための施策の実施を推進し、並びにその実施の状況

を検証し、評価し、及び監視すること。 

３ 会議は、次に掲げる場合には、成年後見制度利用促進委員会の意見を聴かなければならない。 

一 成年後見制度利用促進基本計画の案を作成しようとするとき。 

二 前項第三号の検証、評価及び監視について、それらの結果の取りまとめを行おうとするとき。 

 

(組織等) 

第十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官 

二 内閣府設置法(平成十一年法律第八十九号)第九条第一項に規定する特命担当大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者 

三 法務大臣 

四 厚生労働大臣 

五 総務大臣 

六 前各号に掲げる者のほか、関係行政機関の長のうちから内閣総理大臣が指定する者 

４ 前三項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

第五章 成年後見制度利用促進委員会 

     

(設置) 

第十五条 内閣府に、成年後見制度利用促進委員会(以下この章において「委員会」という。)を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 次に掲げる重要事項に関し、自ら調査審議し、必要と認められる事項を内閣総理大臣又は関係

各大臣に建議すること。 

イ 成年後見制度の利用の促進に関する基本的な政策に関する重要事項 

ロ 成年後見制度の利用の促進を図る上で必要な環境の整備に関する基本的な政策に関する重要

事項 

二 内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、前号に規定する重要事項に関し、調査審議する

こと。 

        

(資料の提出要求等) 

第十六条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

対し、報告を求めることができるほか、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めること

ができる。 
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(組織) 

第十七条 委員会は、委員十人以内で組織する。 

２ 委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

３ 委員会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

       

(委員等の任命) 

第十八条 委員及び臨時委員は、成年後見制度に関して優れた識見を有する者のうちから、内閣総

理大臣が任命する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関して優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る。 

       

(委員の任期等) 

第十九条 委員の任期は、附則第一条ただし書の政令で定める日の前日までとする。 

２ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任され

るものとする。 

３ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるもの

とする。 

４ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

       

(委員長) 

第二十条 委員会に、委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

 

 (事務局) 

 

第二十一条 委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 

２ 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。 

       

(政令への委任) 

第二十二条 第十五条から前条までに定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

      

第六章 地方公共団体の講ずる措置 

 (市町村の講ずる措置) 

第二十三条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における

成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年

後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
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２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項を調

査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置く

よう努めるものとする。 

       

(都道府県の講ずる措置) 

第二十四条 都道府県は、市町村が講ずる前条の措置を推進するため、各市町村の区域を超えた

広域的な見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう努めるもの

とする。 

       

附 則 抄 

 (施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、附則第三条及び第五条の規定は、同日から起算して二年を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。 

(平成二八年政令第二一四号で、本文に係る部分は、平成二八年五月一三日から施行) 

      

(検討) 

第二条 認知症である高齢者、知的障害者その他医療、介護等を受けるに当たり意思を決定すること

が困難な者が円滑に必要な医療、介護等を受けられるようにするための支援の在り方については、第十

一条第三号の規定による検討との整合性に十分に留意しつつ、今後検討が加えられ、その結果に基づ

き所要の措置が講ぜられるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               220



成年後見制度利用促進基本計画の策定について 

 

平成 29 年 3 月 24 日 府成担第 5 号 

 

各都道府県知事 あて   

内閣府大臣官房成年後見制度利用促進担当室長 通知 

 

 

成年後見制度の利用促進につきましては、平素より御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

さて、政府においては、平成 29 年 3 月 24 日、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28

年法律第 29 号、以下「促進法」という。）に基づく成年後見制度利用促進基本計画（以下「基本計

画」という。）を閣議決定いたしました（別添）。今後、政府においては、本計画に基づき、関係省庁が連

携して総合的かつ計画的に成年後見制度利用促進策に取り組むこととなります。 

促進法第 23 条第 1 項において、市町村は、基本計画を勘案して、市町村における成年後見制度

の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるものとされております。また、促

進法第 24 条において、都道府県は、市町村が講じる第 23 条の措置を推進するため、各市町村の区

域を超えた広域的な見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう

努めるものとされています。 

基本計画のポイントや都道府県・市町村の役割等につき、以下の通り通知しますので、御参照の上、

各地域における施策推進に御尽力いただきますようお願いします。 

 

 

Ⅰ．基本計画のポイント（参考 1「成年後見制度利用促進計画について」参照） 

基本計画のポイントは以下の 3 点です。（※それぞれの施策の今後の進め方等については下記Ⅳ． 

を参照のこと） 

１．利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善 

・財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人の選任・交代 

・本人の置かれた生活状況等を踏まえた診断内容について記載できる診断書の在り方の検討 

２．権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 

・①制度の広報②制度利用の相談③制度利用促進（マッチング）④後見人支援等の機能を整備 

・本人を見守る「チーム」、地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、コーディネートを行う「中核 

機関（センター）」の整備 

３．不正防止の徹底と利用しやすさとの調和 

・後見制度支援信託に並立・代替する新たな方策（※預貯金の払戻しに後見監督人等が関与す 

るイメージ）の検討 

※計画対象期間は概ね 5 年間を念頭（基本計画の最終ページに「工程表」あり）。 

 

Ⅱ．都道府県の役割 

１．促進法の規定ぶり 

都道府県の役割に係る促進法の規定（第 24 条）は以下の通りです。 
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第 24 条 都道府県は、市町村が講ずる前条の措置を推進するため、各市町村の区域を超えた広域的な

見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう努めるものとする。 

 

２．基本計画における記載 

基本計画（p.22）では、都道府県の役割について以下の通り記載しているところです。 

②都道府県 

○ 促進法第 24 条において、都道府県は、市町村が講ずる措置を推進するため、各市町村の区域を超 

えた広域的な見地から、後見人となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう努めるものとさ 

れている。 

○ また、促進法第 5 条では、地方公共団体は、成年後見制度の利用の促進に関する施策に関し、国 

との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責 

務を有するとされており、家庭裁判所が都道府県を基本単位とする機関であることや、専門性の高い 

司法に関する施策や司法関係機関との連携はハードルが高いと感じる市町村も多いこと等を踏まえる 

と、都道府県は、都道府県全体の施策の推進や、国との連携確保等において、主導的役割を果たす 

ことが期待される。 

○ 具体的には、都道府県においては、都道府県下の各地域の連携ネットワーク・中核機関の整備やそ 

の取組状況を継続的に把握するとともに、以下のような支援等を行うことが期待される。 

・ 各市町村の検討状況を確認しつつ、広域での協議会等・中核機関の設置・運営につき市町村と調 

整する。 

その際、家庭裁判所（本庁・支部・出張所）との連携や、法律専門職団体との連携等を効果的・効 

率的に行う観点に留意する。 

・ 特に後見等の担い手の確保（市民後見人の研修・育成、法人後見の担い手の確保等）や市町村職 

員を含めた関係者の資質の向上に関する施策等については、都道府県レベルで取り組むべき課題は多 

いと考えられる。 

都道府県は、国の事業を活用しつつ、市町村と連携をとって施策の推進に努め、どの地域に住んでい 

ても制度の利用が必要な人に対し、身近なところで適切な後見人が確保できるよう積極的な支援を行う 

ことが期待される。 

・ 各市町村単独で地域連携ネットワーク・中核機関を設置・運営する地域についても、広域的な観点か 

ら、家庭裁判所や弁護士会・司法書士会・社会福祉士会等との連携面など、必要な支援を行う。 

○ さらに、地域において重層的な支援体制を構築していく観点から、上記の市町村単位の機関に対し 

更に広域的・専門的支援を行う、都道府県単位や家庭裁判所（本庁・支部・出張所）単位での専門 

支援機関の設置についても、積極的に検討されるべきである。 

 

 

Ⅲ．市区町村の役割 

１．促進法の規定ぶり 

  市町村の役割に係る促進法の規定（第 23 条）は以下の通りです。 
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２．基本計画における記載 

基本計画（p.21）では、市町村の役割について以下の通り記載しているところです。 

○ 市町村は、上記のとおり、地域連携ネットワークの中核機関の設置等において積極的な役割を果 

たすとともに、地域の専門職団体等の関係者の協力を得て、地域連携ネットワーク（協議会等）の設 

立と円滑な運営においても積極的な役割を果たす。 

○ 市町村は、上記（2）④に掲げた地域連携ネットワーク・中核機関に期待される機能の段階的・計 

画的整備に向け、市町村計画を定めるよう努める。 

○ また、市町村は、促進法第 23条第 2項において、条例で定めるところにより、当該市町村の区域に 

おける成年後見制度の利用の促進に関する基本的な事項を調査審議させる審議会その他の合議 

制の機関を置くよう努めるものとされている。 

市町村は、当該合議制の機関を活用し、市町村計画の検討・策定を進めるほか、当該地域にお 

けるネットワークの取組状況について調査審議し、例えば、当該地域において成年後見制度の利用 

が必要な人を発見し制度利用につなげる支援ができているか等、地域における取組状況の点検、評 

価等を継続的に行うことが望ましい。 

○ なお、先述のとおり、地域における体制整備は、地域福祉や地域包括ケア等の既存の資源・仕組 

みを活用しつつ、地域福祉計画など既存の施策と有機的な連携を図りつつ進める。 

 

基本計画において詳述されているように、「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」は、各地域におい

て保健・医療・福祉と司法を含めた連携の仕組みを構築することにより、①制度の広報、②制度利用

の相談、③制度利用促進（マッチング）、④後見人支援等の機能を整備するものです。具体的には、①

本人を見守る「チーム」、②地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、③全体のコーディネートを行

う「中核機関」といった仕組みが必要と考えられます。 

中核機関について、基本計画では、市町村単位、又は複数の市町村にまたがる区域での設置を検

討し、地域の実情に応じ、市町村による直営又は市町村からの委託などにより、市町村が設置すること

が望ましい、としております。具体的検討に当たっては、基本計画の以下の記載にも御留意下さい。 

 

第 23 条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年

後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等

実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

2 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項を調査

審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置くよう

努めるものとする。 

                               223



⑤中核機関の設置・運営形態 

（中略） 

○・・例えば、地域連携ネットワークの中核の役割を担うことが適当と考えられる機関に委託すること（複 

数の市町村にまたがる区域で中核機関が設置される場合には、当該複数市町村による共同委託） 

や、既に「成年後見支援センター」等を設置している地域においてはそうした枠組みを活用すること等 

を含め、地域の実情に応じた形で柔軟に設置できるよう検討されるべきである。 （基本計画 p.16～ 

p.17） 

○ 地域連携ネットワークにおけるチーム及び専門職団体による支援体制などの整備に当たっては、各 

地域における地域ケア会議、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平 

成 17 年法律第 123 号）に基づく協議会、あるいは地域福祉計画に基づき地域活動を行う各種機 

関・協議会等、地域福祉や地域包括ケア等の既存の資源・仕組みを活用しつつ、これらと有機的な 

連携を図りつつ進める。 （基本計画 p.18） 

 

 

Ⅳ．今後の進め方等 

１．基本計画上の工程表に記載されたスケジュール 

基本計画上の工程表においては、上記Ⅰ．で記した 3つのポイントにつき、以下のようなスケジュール 

が記されているところです。 

（１）「利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善」関係（基本計画における工程表Ⅲを参照） 

○平成 31 年度半ばまでに、国において、以下の取組を進める。 

・ 適切な後見人等の選任のための検討の促進 

・ 成年後見制度の利用及び類型の決定手続において、本人の精神の状態を判断する医師が、 

本人の生活状況や必要な支援の状況等を含め、十分な判断資料に基づき判断することができる 

よう、本人の状況等を医師に的確に伝えることができるようにするための方策と、当該判断について 

記載する診断書等の在り方の検討 

○その後、上記の取組を踏まえた新たな運用を開始するとともに、運用状況のフォローアップを行う。 

 

（２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり」関係（同工程表Ⅳを参照） 

○基本計画では、成年後見制度の利用促進に向け、各地域において「中核機関の設置・運営」 

「地域連携ネットワークの整備」を進めることとされています。これらについては、平成 29 年度から平成 

33 年度までの 5 年間に、各地域において段階的・計画的に進めることを念頭に置いています。 

○基本計画の工程表では、まずは、平成 29 年度から平成 31 年度当初まで、国において、相談体 

制・地域連携ネットワークの構築支援（各地域の取組例の収集・紹介、試行的な取組への支援等） 

を行うことが示されています。具体的には、平成 29 年度予算案に盛り込まれている相談機関やネット 

ワークの構築などの体制整備のための事業（認知症総合戦略推進事業（担当：厚生労働省老健 

局））等を活用いただくことを想定しています。そうした取組を踏まえ、その後、全国の各地域における 

相談体制の強化、地域連携ネットワークの更なる構築を進めることとしています。 

 

（３）「不正防止の徹底と利用しやすさとの調和」関係（同工程表Ⅴを参照） 

○まず、平成 29 年度から平成 31 年度半ばにおいては、以下の取組を想定しています。 
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・ 金融機関において、不正事案の発生を未然に抑止するための適切な管理・払戻方法について、

最高裁判所や法務省等とも連携しつつ、積極的な検討を進めること 

・ 法律専門職は、後見人の後見等の事務について、不適切な点を発見した場合には、家庭裁 

判所と連携し適切に対応する等の自主的な取組を進めること 

○これらの取組や、地域連携ネットワークにおける不正防止効果を踏まえ、31 年度半ば以降、法務 

省等は、最高裁判所と連携し、より効率的な不正防止のための方策を検討していく予定です。 

 

２．上記を踏まえた市区町村・都道府県における当面の取組 

各市区町村におかれましては、平成29年度から開始される厚生労働省の上記事業によって収集さ 

れる各地域の先進的な取組例等も参考にしつつ、各地域の実情を踏まえた計画の策定に取り組ん 

でいただくことが求められます。 

まず、当面の取組としては、①市区町村における成年後見制度利用のニーズ把握の方法の検討 

及び②地域の専門職との連携の在り方（地域にどのような専門職がどのくらい存在するのか、その専 

門職とどのように連携をとって「協議会」を作っていくか、家庭裁判所との連携はどのように図るのか等） 

などの検討から始めていただくことが考えられます。 

市区町村がこれらの取組を進める上で、都道府県におかれては、管下の市区町村の取組状況の 

把握及び専門職との連携（協議会）の在り方等についての広域的な観点からの検討・支援をお願い 

いたします。例えば、専門職団体の地方支部と協力して、どのような単位で（市区町村単位か、ある 

程度広域的な単位か）ネットワーク（協議会・中核機関）を設置するか、家庭裁判所とはどのような連 

携をとるか、及び市民後見人・法人後見などの担い手の確保策をどうするか等の検討を通じて、各 

都道府県下の成年後見制度利用促進体制構築に向けた取組をお願いいたします。 

 

また、管下の市区町村に対しては、貴職から御周知いただきますよう併せてお願い申し上げます。 

 

別添 成年後見制度利用促進基本計画（平成 29 年 3 月 24 日閣議決定） 

参考 1 成年後見制度利用促進基本計画について 

参考 2 成年後見制度利用促進基本計画のポイント 
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工程表における記載 KPI（2021年度末の目標）

Ⅰ　制度の周知

・中核機関（権利擁護センター等を含む）においてパンフレット等による
  成年後見制度や相談窓口の周知を行っている市区町村数
                  全1741市区町村（平成30年10月時点　470市区町村）

（参考値）
 ・成年後見制度利用者数（保佐・補助・任意後見割合を含む）

Ⅱ　市町村計画の策定
・市町村計画を策定した市区町村数
                 全1741市区町村数（平成30年10月時点　60市区町村）

Ⅲ　利用者がメリットを実感でき
る制度の運用

・後見人等による意思決定支援の在り方についての指針の策定

・後見人等向けの意思決定支援研修が実施される都道府県の数
                                                 　全47都道府県

・2025年度末までに認知症関連の各種養成研修への意思決定支援に関する
 プログラム導入

・厚生労働科学研究「障害者の意思決定支援の効果に関する研究」の研究
  成果として「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライ
  ン」の活用・理解促進のための研修カリキュラムの策定

Ⅳ 地域連携ネットワークづくり
・中核機関（権利擁護センター等を含む）を整備した市区町村数
                 　全1741市区町村（平成30年10月時点　492市区町村）

・中核機関（権利擁護センター等を含む）において後見人候補者を推薦
  する取組を行っている市区町村数
                      800市区町村（平成30年10月時点　210市区町村）

・中核機関（権利擁護センター等を含む）において後見人支援の取組
 （専門職の雇い上げ等により相談や手続支援を実施）を行っている市区
  町村数
                      200市区町村（平成30年10月時点　59市区町村）

・協議会等の合議体を設置した市区町村数
                 全1741市区町村  （平成30年10月時点  79市区町村）

・国研修を受講した中核機関職員や市区町村職員等の数　　　　3500人

Ⅴ　不正防止の徹底と利用しやす
さの調和

・全預金取扱金融機関（※）の個人預金残高に占める後見制度支援預金又
は後見制度支援信託を導入済とする金融機関の個人預金残高の割合
                           50％以上（平成30年12月末時点　約12％）

※ネットバンク等の店舗窓口において現金を取り扱っていない金融機関及
び業域・職域信用組合に係る個人預金残高は除く。

Ⅵ　成年被後見人等の医療・介護
等に係る意思決定が困難な人への
支援等の検討

・医療に係る意思決定が困難な人への円滑な医療・介護等の提供

Ⅶ　成年被後見人等の権利制限の
措置の見直し

・成年後見等の権利制限に係る法制上の措置の見直し
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　措置のある法律(190）

成年後見制度利用促進基本計画に係るＫＰＩ
令和元年５月３０日
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府 成 見 第 ２ 号  

令和元年６月 24日 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

内閣府成年被後見人等権利制限見直し担当室長 

（公印省略） 

 

 

「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律」 

の成立について 

 

 

 成年後見制度の利用促進につきましては、平素より御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

 この度、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28年法律第 29号）及び成年後見制度利用促

進基本計画（平成 29 年３月 24日閣議決定）に基づく「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正

化等を図るための関係法律の整備に関する法律」（以下「一括整備法」という。）が令和元年６月７日に

成立し、同月 14日に公布されました。 

一括整備法は、成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由として不当に差

別されないよう、187の法律（他の法律の欠格条項を準用等している法律を含む。）における成年被後見

人等に係る欠格条項その他の権利の制限に係る措置の見直しを行うものです。今回の改正により、今後

は、成年後見制度を利用していることを理由として資格・職種・業務等から一律に排除するのではなく、

それぞれの資格・職種・職種等にふさわしい能力の有無を個別的・実質的に審査し、判断することとな

ります。各制度の改正に係る施行期日については、概ね、公布日施行、公布の日から起算して３月又は

６月を経過した日に施行するものとされており、いずれも公布日からの期間が短いことや多分野にわた

る多数の法律を改正するものであることから（下記Ⅲ参照）、法改正の趣旨を踏まえつつ貴職におかれ

ましてはそのリーダーシップの下で早急に施行に向けた準備を進めていただきますようお願いいたし

ます。 

なお、今後は、関係法律の所管府省において、その円滑な施行に努めることとされており、施行に向

けた詳細については関係法律の所管府省からそれぞれ通知等がなされるものと考えていますが、当室か

らも一括整備法の施行に向けた留意事項について下記のとおり通知いたしますので、御参照下さい。 

管下の市区町村に対しては、市区町村長を始め、関係する担当課にもれなく今回の法改正の趣旨やそ

れを踏まえた施行準備、対応等が適切に行われるよう、貴職から確実に御周知いただきますよう併せて

お願い申し上げます。 

 

 

記 
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Ⅰ．一括整備法の概要及び法律の趣旨を踏まえた対応のお願いについて（資料 1～３参照） 

 一括整備法は、成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由として不当に差

別されないよう、地方公務員法等も含め、各法律において定められている資格・職種・業務等における

成年被後見人等に係る欠格条項その他権利の制限に係る措置を一括して見直すものです。これにより、

今後は、成年後見制度を利用していることを理由として一律に排除するのではなく、各資格・職種・業

務等にふさわしい能力の有無を個別的・実質的に審査し、判断することとなります。 

一括整備法の対象である資格・職種・業務等の中には、都道府県知事等の権限に係るものが含まれて

おり、関係法律の所管府省からは、場合によっては条例・規則等の整備が必要になるものも想定される

との連絡を受けています。詳細については、所管府省からおって通知等がなされるものと考えています

が、かかる条例・規則等の整備及びその運用に当たっては、実質的に成年被後見人等を資格等から排除

するようなものとはしないこと、心身の故障があることをもって直ちに資格等から排除することなく、

資格等にふさわしい能力の有無を的確に審査・判断することなど、上記の一括整備法の趣旨や、障害者

権利条約、障害者差別解消法の趣旨を踏まえた適切な対応をお願いいたします。 

なお、一括整備法の内容については、内閣府ホームページに掲載している法律案（ＵＲＬを末尾に記

載）、「法律の概要」（資料１）、「見直し法律リスト」（資料２）及び「衆議院修正案」（資料３）を御参照

下さい。 

 

Ⅱ．条例等で定めている成年被後見人等に係る欠格条項その他の権利の制限に係る措置の見直しについ

て 

 上記Ⅰのとおり、一括整備法の成立により、成年被後見人等に係る欠格条項その他権利の制限に係る

措置が一括して見直されました。また、「成年被後見人等の権利に係る制限が設けられている制度の見

直しについて（議論の整理）」（平成 29 年 12 月１日成年後見制度利用促進委員会。以下「議論の整理」

という。）においては、各府省において、一括整備法の成立以降、新たに成年被後見人等の権利に係る制

限を設けないよう留意することとされています。さらに、議論の整理では、各府省において、政省令や

通知などに基づいて成年被後見人等の権利に係る制限を設けている制度についても、今回の一括整備法

による見直しを踏まえ、可及的速やかに見直しを行うべきとされています。こうした方針に基づき、今

後、各府省においては、政省令や通知（各地方公共団体に対して条例、規則等の例を示しているものも

含む。）の見直しに取り組んでいくこととなりますが、各地方公共団体の条例、規則等において定められ

ている成年被後見人等の権利に係る制限を設けている制度についても、こうした政府の方針を踏まえ、

速やかに見直しに向けた対応をお願いいたします。 

 

Ⅲ．一括整備法の施行期日 

 一括整備法による各法律の改正については、原則として、以下の区分に従って順次施行されます。 

① 成年被後見人等の欠格条項を単純削除するのみで省令等の整備が必要ないもの 公布日（令和元

年６月 14日） 

② 省令等の整備が必要なもの 公布の日から３月を経過した日（令和元年９月 14日） 

③ 地方公共団体の条例等の整備、外部団体との調整が必要なもの 公布の日から６月を経過した日

（令和元年 12月 14日） 

④ その他 個別に定める日（建築士法等 令和元年 12月１日） 
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参考 「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律

案」（平成 30 年３月 13日閣議決定）の要綱、案文、理由、新旧対照条文、参照条文については、

内閣府ホームページにて全文を掲載しています。 

ＵＲＬ：https://www.cao.go.jp/houan/196/index.html 

※法案は衆議院において修正されています（土地改良法の改正規定（法案第 111 条）を削除し、

建築士法等の改正規定の施行日（法案附則第１条第３号）を平成 30年 12月１日から令和元年

12月１日に修正）。修文案は資料３を御参照下さい。 

    

資料 1 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律

の概要 

資料 2 見直し法律リスト 

資料 3 衆議院修正案（要綱、案文、新旧対象条文） 

 

担当：内閣府成年被後見人等権利制限見直し担当室 
              西村、藤野、川上、金柄 

   ＴＥＬ：０３－３５８１－１８７５（直通） 
メール：shintaro.nishimura.a8s@cao.go.jp 

nishimura-shintarou@mhlw.go.jp 
masahiro.fujino.f9v@cao.go.jp 

fujino-masahiro@mhlw.go.jp         
       keiko.kawakami.y2r@cao.go.jp 

takuya.kanetsuka.b9k@cao.go.jp 
※内閣府成年被後見人等権利制限見直し担当室は 
 令和元年７月中旬を目途に廃止されます。   
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